
（５）行政コスト計算書について 

行政コスト計算書とは、民間企業でいうところの「損益計算書」にあたるもので、

当該会計年度の行政活動による発生コストと市民の受益者負担などとの関係を示す

財務諸表です。 

バランスシートは、会計年度末における財政状態を示すものであり、ストック情報

（一時点に存在する経済数量）を明らかにする財務諸表ですが、これだけでは、会計

年度末における経年変化の結果のみしかわかりません。 

バランスシートと行政コスト計算書、この二つの財務諸表が、ストックとフロー（一

定期間の経済数量）という一対の関係をなして、市の財政状況を体系的に捉えること

ができるようになります。 

行政コスト計算書は、費用対効果の観点から、行政活動の経済性や効率性を判断す

る重要な情報になります。 

 

「総務省モデル」と「総務省改訂モデル」の大きな違いは、前者は「使用料・手数

料」「分担金・負担金・寄付金」「地方税」「国県支出金」などの市民の税負担等に係

る収入が計上され、コストに対する収益がすべて計上されていましたが、後者では、

「地方税」「国県支出金」を行政コスト計算書には計上せず、新たに導入された「純

資産変動計算書」に計上することとなりました。これにより、行政コスト計算書にお

いて、行政コストが受益者の直接の負担により対応できたか見ることができます。ま

た、地方税や国庫支出金で賄ったコストがどれだけあったかも把握することもできま

す。 

 

  ＜基本的な発生コスト（費用）の捉え方＞ 

◇ 公債費のうち元金の償還については、バランスシートにおける「負債の減少」

にあたるためコストではないと考えます。これに対し、利子の支払いはバランス

シートの改善をもたらさないためコストとして捉えます。 

 

◇ 退職手当の支払いは、バランスシートに負債として計上されている退職手当引

当金の精算を意味し、「負債の減少」、すなわちバランスシートを改善するもので

あるため、コストから除外されます。  

一方、バランスシートにおいては、現金等の資産の減少の代わりに、負債であ

る退職手当引当金を積み増していますが、その額はコストとして捉えています。 

 

◇ 建設費など資産の増加に係る支出はコストから除外しています。しかし、土地

など物質的に損耗しない資産を除き、建物や構造物などの社会資本は、時間の経

過や利用に伴って損耗します。この損耗額にあたる「減価償却費」をコストとし

て計上しています。 
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【行政コスト計算書が示す情報とその分析】 

◇ 鎌倉市の資産形成には結びつかない 1 年間の行政サービスを提供するために

どのくらいの経費を要したかを行政コスト計算書で示すことができます。また、

「総務省方式」では、経常収入に国県補助金を計上していましたが、「総務省方

式改訂モデル」では、この一年間の行政サービスに対して、使用料や手数料とい

った受益者負担がどの程度あったのかを簡単に確認することができます。この表

では下から２列目ｄ／ａで示されていますが、環境衛生や福祉の部門では他の部

門に比べ受益者負担の割合が多くなっている状況がうかがえます。これらは、事

業系廃棄物の処理や保育所、子どもの家の運営など、受益者に一定の負担を求め

る事業含まれていることによるものです。他の部門を含め、望ましい受益者負担

の水準については、それぞれの事業の特徴を考え、また、類似の団体等との比較

を行いながら検討していかなくてはなりません。 

行政コスト計算書の人に係るコストとして、人件費・退職手当引当金繰入額・

賞与引当金繰入額があります。官庁会計では、実際に支払が行われた額が人件費と

して計上されますが、発生主義の考え方を導入し、退職手当引当金や賞与引当金な

どが計上されます。前年度と比較しますと、人に係るコストは、約 7億円減額となってい
ます。これは、職員数の削減によるものと団塊の世代の退職による退職手当引立金繰

入額が少なくなったことによるものです。 
次に昨年と比較して大きく伸びた経費として、他会計への支出があります。目的別で

みると、福祉関係の特別会計への繰出金が伸びていることがうかがえます。 
 

◇ 行政コスト計算書における経常収益は、ほとんどが受益者負担そのものの金額であ

るため、経常収益の行政コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算

定することができます。これは既に述べましたが、行政コスト計算書の中に算出されて

いるため、これを分析することとなります。一般的には 2％～8％といわれていますが、
望ましい受益者負担の水準については、それぞれの部門の特徴や類似団体等の比較

を行いながら検討しなくてはなりません。 
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（６）純資産変動計算書について 

純資産変動計算書は、「総務省モデル」にはありませんでしたが、バランスシート

の純資産の部について、会計年度中の動きを表す計算書として新たに設けられました。

純資産を構成する「公共資産等整備国県補助金等」、「公共資産等整備一般財源等」、

「その他一般財源等」及び「資産評価差額」について、その増減の要因となった項目

が左列に掲げられています。この純資産変動計算書は、民間企業でいうところの、平

成 18 年 5 月に施行された会社法の改正により義務づけられた「株式資本等変動計算

書」に相当するものです。バランスシートの資産・負債によって財政状況は把握でき

ますが、この純資産変動計算書では、その財政状況がどのような経緯で変動したのか

が分かるものとなっています。 

 

◇ 「純経常行政コスト」には、行政コスト計算書における「純経常行政コスト計算

書」の数値がそのまま転記され、純資産を減少させる項目となります。 

 

◇ 「国県補助金等受入」には、国県支出金決算額を計上するとともに、そのうち普

通建設事業及び貸付金・出資金等の財源となったものを「公共資産等整備国県補助

金等」へ計上し、それ以外を「その他一般財源等」に計上します。 

 

【純資産変動計算書が示す情報とその分析】 

◇ 鎌倉市の 19 年度の純資産額は、約 1,578 億円でした。純資産は資産全体のう

ち今までの世代が負担してきた部分ですので、1年間で今までの世代が負担して

きた部分が増えたのか、減ったのかが分かるものとなっています。 

純経常行政コストには、行政コスト計算書で算出した数値約 440 億円がマイナ

ス表示となって現れます。このコストに対し、経常的な一般財源約 412 億円（地

方税約 374 億円、特別地方交付税約 0.4 億円、その他の充当一般財源が約 37 億

円）と経常的な国県補助金が約49億円で、約21億円の余剰金が生まれています。

さらに公共資産整備に係る国庫補助金の収入や臨時の収入として公共資産の売

却益などを含め約 37億円の純資産の増加をみることができました。 

科目振替項目については、今までバランスシート上の純資産の財源として拘束

されていなかった一般財源約 38 億円が、公共資産の整備や貸付金や基金の積立

金に使用されることにより使い道が確定することを一般財源の振替により示し

ています。 

また、反対に貸し付けたものが返済されるなど自由な財源として戻ってきたも

のが約 24億円あることも振替によって表しています。 

なお、減価償却による財源増とは、公共資産の財源としてバランスシート上の

純資産の中で拘束されていたものが、減価償却に伴い一般財源として回収され
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たことを表します。同じように地方債償還に伴う財源の振替も地方債によって

賄われていた部分が置き換わることになります。公共資産の財源として発行し

た地方債を償還するということは、一般財源を公共資産整備に投入するのと同

じ性質をもつものとなります。なかなかわかりにくいところかと思いますが、

バランスシートで説明した純資産の部にあります、拘束されている一般財源（そ

の他の一般財源）が増える要因なのか減る要因なのかそれを整理したものが、

科目振替の項目となります。 
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（７）資金収支計算書について 

「総務省モデル」では、キャッシュ･フロー計算書と呼ばれておりましたが、「総務

省改訂モデル」では、ほぼ同じ内容のものを資金収支計算書として作成することとな

りました。もともとは、資金の増加または減少する状況を示すものです。 

内容は、市の歳出をその性質に応じて「経常的支出」「公共資産整備支出」「投資・

財務的支出」の三つに区分し、それに対応する財源を収入として表したものであり、

歳入・歳出の実態を反映した財務諸表です。 

 

◇ 「総務省モデル」では「行政活動」と区分されていたものが、「総務省改訂モデ

ル」では、「経常的収支の部」とされ、税収、使用料や手数料収入、人件費や施設

の維持管理費など、経常的に行われる行政活動に係る資金収支を記載しています。 

 

◇ 「総務省モデル」では「投資活動」と区分されていたものが、「総務省改訂モデ

ル」では、「公共資産整備収支の部」とされ、固定資産の取得及び売却、固定資産

の取得財源としての国県補助金などの収入のほか、基金への積立てや基金からの取

崩しなどを記載しています。 

  

◇ 「総務省モデル」では「財務活動」と区分とされていたものが、「総務省改訂モ

デル」では、「投資・財務的収支の部」とされ、地方債の発行や償還など、財務的

な資金収支を記載しています。 

 

◇ 基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、地方債の利払い費と償還額を除

いた歳出と地方債発行収入を除いた歳入のバランスを見るものです。近年の財政構

造改革等の議論において、持続可能な財政バランスの実現のための指標として使用

されることが多く重要な指標として「総務省改訂モデル」のこの資金収支計算書に

おいては注記が必要とされました。 

 

【資金収支計算書が示す情報とその分析】 

◇ 資金収支計算書は、歳計現金を性質の異なる三つの区分に分けた計算書となり

ます。 

 

◇ 「１ 経常的収支の部」では、日常の行政活動に係る収支を表示しています。

人件費や物件費、社会保障給付など経常的な支出が約 392 億円、これに対し地方

税や国県補助金等の日常の行政サービスを賄う収入が約 489 億円ありました。経

常収支の部で生じた収支余剰で公共資産整備収支の部と投資・財務的収支の部の

収支不足を穴埋めするという関係になります。経常収支の部の歳入の中には、臨
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時財政対策債という地方債も含まれています。 

 

◇ 「２ 公共資産整備収支の部」では、公共資産の整備等に約 55 億円の支出を

行い、その財源として国県補助金が約 12億円、地方債が約 15億円、その他基金

やその他の収入が充当されることとなり、約 24 億円が不足していることになり

ますが、これは、経常的収支額で賄われる範囲であることが確認できます。 

 

◇ 「３ 投資・財務的収支の部」の支出は、借入金の返済や他会計（下水道事業）

の借入金の返済のために繰出された経費が計上されています。収入にはこれらの

財源となる国県補助金や基金等が計上され、差し引き約 73 億円を費やしたこと

になります。 

 

◇ これらにより、鎌倉市では平成 20 年度の一年間で 7,515 万 9,000 円の歳計現

金が減少し、期末の歳計現金は 16億 3,952 万 9,000 円となりました。 

歳計現金は減少していますが、地方債の発行や償還を除いた欄外の基礎的財政

収支は約 36 億円のプラスになりました。これは地方債残高を増加させず、持続

可能な財政運営が行われたことを意味します。 
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（単位：千円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 OK

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成20年度における一時借入金の借入限度額は5,000,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は2,241千円です。
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報
　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

資金収支計算書
自　平成20年4月  1日

至　平成21年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部

312,355

39,238,011

15,954,845

7,995,555

6,630,345

1,877,861

906,335

5,560,715

37,120,019

40,501

4,884,510

1,148,150

307,001

412,131

1,311,839

441,235

3,257,926

48,923,312

9,685,301

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

4,774,625

285,215

5,490,715

1,216,334

430,875

1,473,300

373,509

10,478

3,073,621

△ 2,417,094

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

11,000

1,511,867

887,486

2,197,923

0

9,899,475

469

5,290,730

80,955

1,513,709

500,000

0

△ 75,159

1,714,688

1,639,529

401,156

60,289

2,556,109

△ 7,343,366

0

6,194,824
715,155
3,627,581

54,553,042
2,785,139
422,100

54,628,201

32

O99WS03
長方形




